


地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）寄附申出書

札幌市長　あて

	寄附申出日：
	令和　年
	　      月
	        日



札幌市で実施する「まち・ひと・しごと創生寄附活用事業」に対し、下記のとおり寄附することを申し出ます。

記

	寄附金の額：金
	
	円



[bookmark: _heading=h.ee4trzh03ibc]【寄附申出者情報】
	１
	法人名
	

	２
	代表者氏名
	

	３
	本社所在地
	

	４
	法人番号
	

	５
	ご連絡先
	担当者氏名
	

	
	
	所属部署名
	

	
	
	納付書等送付先
	本社所在地と　□同じ　□異なる
（異なる場合、以下に送付先を記載）


	
	
	電話番号
	

	
	
	E-mail
	

	６
	寄附対象事業
該当する事業に☑
	□
	01.ウェルネス★プロジェクト

	
	
	☑
	02.「こども本の森 札幌・北大」への支援

	
	
	□
	03.高齢者等への除雪支援事業など

	
	
	□
	04.さっぽろ圏「ひとづくり」プロジェクト

	
	
	□
	05.札幌国際芸術祭の開催

	
	
	□
	06.市民活動の促進(さぽーとほっと基金）

	
	
	□
	07.障がいのある方の支援

	
	
	□
	08.STARTUP HOKKAIDO支援

	
	
	□
	09.スポーツの振興～スポーツによるまちづくり～

	
	
	□
	10.ゼロカーボンシティを目指して

	
	
	□
	11.大学応援プロジェクト

	
	
	□
	12.動物園応援基金

	
	
	□
	13.NoMaps支援

	
	
	□
	14.文化芸術活動の支援

	
	
	□
	15.PMFの支援

	
	
	□
	16.夜間・休日の救急医療体制の充実強化

	
	
	□
	17.観光・MICE振興

	
	
	□
	18.消防救急体制の充実強化

	７
	寄附情報等の公表

該当する項目に☑
	【重要】令和７年度より制度が改正され、ご寄附いただいた企業名、寄附額及び寄附対象事業は原則公表の扱いとなります。いずれか一つでも非公開を希望される場合は、その理由をご回答ください。市において、公表しないことが説明責任の観点から妥当と判断した場合には、ご意向に沿って非公開といたします。

	
	
	□
	企業名、寄附額、寄附対象事業の公表に同意する

	
	
	□
	企業名のみ公表に同意する

	
	
	
	非公開
理由
	

	
	
	□


	公表に同意しない

	
	
	
	非公開
理由
	

	
	
	【札幌市公式ホームページ上での公表】上記内容の公表に当たり、企業HPのURLの公表を希望する場合は、下記にご記入下さい。また、URLの公表と併せてバナーの掲載を希望する場合は、寄附申出書と併せてデータでご提出下さい。
　　□ 企業URL及びバナーの公表を希望する
　　□ 企業URLのみ公表を希望する
　　　 URL:
　　□ 企業URL及びバナーの公表を希望しない　

	８
	感謝状の贈呈
該当する項目に☑
	□希望する
□希望しない
※原則寄附金額50万円以上が対象

	９
	寄附者銘板への企業名掲出
該当する項目に☑
	□希望する
□希望しない
※寄附金額20万円以上が対象

	10
	別紙注意事項
	□確認した





【確認事項】（地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）寄附申出書　別紙）

１　寄附実績の公表について
　札幌市は、本制度の透明性を確保するため、寄附公表を希望しない企業を除き、寄附を行った法人の名称および寄附金額を、市ホームページ等において公表します。

２　特定の契約条件等に基づく法人名称の義務的公表について
　令和７年度以降に実施される事業において、本寄附に係る事業と寄附法人等（関係会社を含む）との間で以下のいずれかに該当する契約、補助、または負担金の拠出が行われた場合、札幌市は法令に基づき、法人の意向に関わらず原則としてその名称を公表します。
⑴　一者入札による契約
　当該事業の入札に参加した者が実質的に一者のみであり、かつ契約の相手方が寄附法人等である場合。
⑵　随意契約
　当該事業に係る契約が随意契約（少額随意契約を除く）であり、かつ契約の相手方が寄附法人等である場合。
⑶　一者申請による補助金
　当該事業に係る補助金の申請者が実質的に一者のみであり、かつ補助金の交付を受けた者が寄附法人等である場合。
⑷　一者への負担金拠出
　当該事業に係る負担金の拠出先が実質的に一者のみであり、かつその拠出先が寄附法人等である場合。

３　非公表の例外措置について
　上記２の⑴から⑷に該当する場合であっても、法人名称を公表しないことについて個別具体的な正当な理由があり、かつ札幌市が設置する第三者を含む審議会等においてその正当性が確認された場合に限り、公表しないことができるものとします。
※単に「非公表を希望する」等の一般的な理由は正当な理由には含まれません。
